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研究成果の概要（和文）：どのように教育ガバナンスにおける「知識」が生成され、拡散しているのかが、主た
る検討課題である。インタビュー、観察、文書資料の分析、質問紙調査によってこれを分析した。Ballら(2012)
によるネットワークエスノグラフィ概念を援用しながら、学校・民間主体・地方政府・中央政府等による知識生
成ネットワークの構造を探った。また、ネットワークのあり方が政策の帰結に影響するかも検討した。文書資料
やインタビュー、質問紙調査のデータを分析し、暫定的な枠組みを提示した。

研究成果の概要（英文）：How practical knowledge about educational governance is generated and 
disseminated? This project addressed the research question mentioned above by means of observations,
 documentation analysis, interviews and questionnaire survey. With making a reference to "network 
ethnography" by Ball et al. (2012), I followed how were the educational networks constructed by 
schools, private educational organisations, municipal governments, and the ministry of education. I 
also examined how did the characteristics affect the policy outcomes. Data drawn from governmental 
documentation, intensive interviews, and survey research were analysed.  A tentative framework of 
cross reference was presented.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
現代の教育政策では、その決定・実施の各段
階において、公的部門のみならず、企業･
NPO･地域団体といった私的部門を含む多様
なアクターが関与する動きが広がりを見せ、
｢ガバメントからガバナンスへ｣の移行が言
われている。とりわけ教育領域においては、
政策課題が多様化・複雑化する中で、教育行
政や学校以外の諸アクターの関与が求めら
れている。 
 
 ｢ガバナンス｣の態様や、そこにおけるアク
ター間ネットワークを論じる枠組として従
来主流だったのは｢資源依存論」、つまり資源
の相互依存関係を軸にネットワークの構造
と機能を論じるものだった。 
 
 ところで、資源というと、ヒト・モノ・カ
ネといった物理的資源だけでなく、情報やア
イデアといった｢知識｣も重要な資源である。
｢知識｣という資源は、単に相互依存されるだ
けではない。｢知識｣は、共有され、繰り返し
参照される中で言説としての強度を増すと
いう特徴を持つ。その意味で、ネットワーク
において知識が共有されるプロセスは、特定
の知識が訴求力を持つに至るプロセスでも
ありえる（Ball et al 2012:11）。本研究では、
ガバナンス・ネットワークを、単なる資源の
相互依存の場だけでなく、知識形成のための
社会的実践が行われる場と捉える。 
 
 ガバナンス・ネットワークに参加するアク
ターにとって、知識形成は大きな意味を持つ。
近年、教育政策においても、政策の意義に対
する挙証責任が問われ（広田・池田 2009）、
｢エビデンス（以下、EV）」や｢グッド・プラ
クティス（以下、GP）」が、政策評価や次の
政策の立案（予算獲得を含む）において重視
されている。ガバナンスを通して提供される
行政サービスは、試行的・先進的な性格を持
つため、政策継続のためには円滑な事業実施
による GP や EV が必要である。さらに、公
務員（教員を含む）を中心として形成されて
きた教育政策共同体のアクターと異なり、ガ
バナンス・ネットワークに参加する企業や
NPO は、事業参加の延長が必ずしも約束さ
れていない。そのため、特にビジネスモデル
確立を求める企業を中心に、事業を継続・拡
大・延長に向けた EV や GP の形成、そして
それらをもとにした次なる政策アイデア形
成に動機づけられていると考えられる。 
 
以上の観点から、本研究では、ガバナンスに
おける知識の形成と、ネットワークを通じた
その拡散・波及の動態について検討する。 
 
２．研究の目的 

 
先述のように、本研究では、ガバナンスに

おける知識の形成（生成･流通･修正･強化等）

に着目し、ネットワークを通じて特定の GP
や EV、そしてそれをもとにした次なる政策
アイデアがいかに形成され、波及するかを検
討する。 
 
対象とする教育政策は、Ａ）民間連携型のキ
ャリア教育と、Ｂ）学校運営協議会（コミュ
ニティ・スクール）という 2 領域を検討対象
とする。Ａ）は、省庁による委託事業と効果
研究調査事業を交互に繰り返しているほか、
近年では主要アクターが協議会を設立し、
「キャリア教育コーディネーター資格」認定
を行っている。ネットワークによる知識（EV
や資格要件）形成を見るうえで好適である。 
 
３．研究の方法 
本研究では、Ａ）民間連携型のキャリア教育
と、Ｂ）学校運営協議会（コミュニティ・ス
クール）という 2領域を対象とした実証的研
究を行う。 
 
対象政策領域ごとに、インタビュー・文書資
料分析・観察・質問紙調査の全部または一部
を行い、問題関心と研究目的に接近する。 
 
特にその際には、関係する学校・民間主体・
教育行政・中央政府などが形成するネットワ
ークの中で、当該政策領域をめぐる「知識」、
たとえばグッド・プラクティス、実践的運営
モデル、あるいは政策そのものの「エビデン
ス」が、いかに生成され、流通し、拡散して
いっているのかを確認する。 
 
また、Ｂ）については、研究代表者が 2013
年に学校運営協議会設置校に対する質問紙
調査を実施している。これと内容的に重なる
ものを再度実施することで、経年的な比較を
行なうことができるように試みる。 
 
４．研究成果 
まず、Ａ）民間連携型のキャリア教育につい
ては、学校と企業等の民間団体の間をつなぐ
特定非営利活動法人の担当者に対するイン
テンシヴなインタビューと文書資料の分析
をもとに、キャリア教育の実践的運営モデル
やその効果（エビデンス）を有する民間団体
の存在が政府による予算化の根拠となった
こと、特に、数値やグラフで示すことの出来
ない「エピソードとしてのエビデンス」が教
育会では重要だという発言を取り上げ、その
意味と問題を考察した（雑誌論文③にまとめ
た）。 
 
Ｂ）学校運営協議会（コミュニティ・スクー
ル）については、この間、一貫して、政府に
よる推進が図られている政策である。これに
伴い、学校間・地方教育行政間・学校-地方
教育行政間の様々な局面で視察・照会等の参
照関係が生成され、実践的ネットワークとな
っている。さらにこのネットワークには文部



科学省も関わっている。こうしたネットワー
クの中で、実践的運営モデルや、政策実施を
促す「エビデンス」が流通している態様や、
その流通が地方教育行政や文部科学省によ
っていかに媒介されているかを、アンケート
調査やインタビュー調査によって分析した。
こうした相互参照の実態の概要や、学校支援
に特化した参照関係とそれに基づく知識の
生成について論文でまとめた（雑誌論文②）。
また、このように学校運営協議会（コミュニ
ティ・スクール）の拡大に関わっては、「情
報」や「価値」が、政策実施の重要な手段と
して機能していることを政治学の議論を援
用しながら論じた（雑誌論文②）。 
 
なお、政策に対する分析をもとに、研究代表
者のコメントが全国紙に掲載されている（朝
日新聞 2015 年 12 月 22 日「部活の外部指導
者を職員に 中教審、『チーム学校』答申」に
おける「地域の力で学校活性化 住民活動束
ねる『協働本部』」の箇所）。 
 
さらに、小・中学校等での講読数が多い雑誌
での記事執筆をしたことは、研究で得られた
知見の社会還元につながるものである（雑誌
論文④）。 
 
この他、自治体における市教育研究会の部会
や、県教育委員会による協議会での講演を行
い、分析を実践に還元している。 
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